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１１１１    総合評価方式について総合評価方式について総合評価方式について総合評価方式について    

より安全で品質の高い社会資本整備を進めていくために、従来の「価格

競争」から「価格と品質で総合的に優れた調達」に転換することを目指し、

「公共工事の品質確保の促進に関する法律」（品確法）が平成１７年４月

に施行されました。 

本市では、この品確法の趣旨に基づき、平成２０年度９月から技術的な

工夫の余地の小さい一般的な工事について、入札価格のほかに工事経験や

工事成績等の技術的な要素を総合的に評価し落札者を決定する「特別簡易

型総合評価方式」、「簡易型総合評価方式」を採用した競争入札を実施いた

します。 

 

２２２２    総合評価競争入札の手続きについて総合評価競争入札の手続きについて総合評価競争入札の手続きについて総合評価競争入札の手続きについて    

特別簡易型、簡易型総合評価方式を適用する工事においては、技術的な

工夫の余地が小さいことから技術提案の範囲が限定されるため、発注者が

示す標準的な仕様に基づく適切かつ確実な施工がより重要となります。 

そのため、簡易な施工計画や企業が保有する施工実績等に基づき性能と

入札価格とを総合的に評価することにより、企業が発注者の指示する仕様

に基づき、適切かつ確実に工事を遂行する能力を有しているかを確認し落

札者を決定します。 

以上のことから、総合評価競争入札による場合は入札者の当該工事の品

質確保に対する技術的能力を評価するための資料（技術提案資料）を作成

し提出していただく必要があります。 

 

（１）（１）（１）（１）技術提案資料の作成及び提出技術提案資料の作成及び提出技術提案資料の作成及び提出技術提案資料の作成及び提出    

総合評価方式による場合は、入札公告や指名通知の際に、その旨を

明記しますので技術評価に必要な資料（技術提案資料）を作成し、入

札書提出時に提出をお願いします。なお、技術提案資料が提出されな

い場合、入札書は無効となります。 

また、対象となる評価項目については入札案件ごとに定めますので、
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注意してください。 

    

（２）（２）（２）（２）評価項目評価項目評価項目評価項目    

総合評価方式の型式別の評価項目は原則として次表の項目を対象と

します。 

項目の中には、工事毎に記載する内容を設定する項目がありますか

ら、注意してください。 

凡例「◎」：固定項目 「○」：選択項目 

評価の視点 評価項目 評価の細目 配点
特別簡
易型

簡易型 備考

①簡易な施
工計画につ
いて

発注者が求める施工上配慮すべ
き事項として１項目を選定

6 － ◎

過去８年間の同種工事の施工実
績

2 ◎ ◎

周南市発注工事における工事成
績評定点の平均点
対象期間は、原則２か年度。
ただし２年間に無い場合４年

2又は4 ◎ ◎
特別簡易型：2点
簡易型：4点

過去２年間の建設事故の有無 1 ◎ ◎

ISO9001の取得状況 1 ◎ ◎

ISO14001の取得状況 1 ◎ ◎

労働安全衛生マネジメント等の
認証状況

1 ◎ ◎

主任（監理）技術者の保有する
資格

2 ◎ ◎

過去８年間の主任（監理）技術
者の施工経験の有無

2 ◎ ◎

継続学習(CPD)の取組状況 1 ◎ ◎

技能士等の活用 1 ◎ ◎

④地域精通
度

地理的条件（緊急時の施工体
制）

1 ◎ ◎

⑤地域貢献
度

過去５年間の災害応急対策等の
活動実績

1 ○ ○

過去１年の地域活動実績 1 ◎ ◎

市内資材の活用 1 ◎ ◎

市内企業の下請活用 1 ◎ ◎

⑥社会性
障害者の雇用状況 1 ◎ ◎

⑴　企業の
技術力

②企業の技
術的能力に
ついて

③配置技術
者の技術的
能力につい
て

⑵　企業の
地域精通
度・地域貢
献度・社会
性

 

    

（３）（３）（３）（３）評価基準評価基準評価基準評価基準    

総合評価方式の評価項目ごとの評価基準は原則として次表によりま
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す。 

評価において不適切とし、欠格となった項目がある場合は、総合評

価の対象とせず、無効として処理します。 

    

・企業の技術力・企業の技術力・企業の技術力・企業の技術力    

    

①   簡易な施工計画について（簡易型に適用） 

「簡易な施工計画」については、工事ごとの特徴や特性等を踏まえ

た具体的な記述となっていることが必要です。 

評価項目 評価細目 評 課 基 準 評価点 

簡易な施工計

画（発注者が

求める施工上

配慮すべき事

項として右側

から１項目を

選定） 

工程管理 

工程管理が現地条件を踏まえ適切であ

り、重要な項目が記載されている 
６ 

工程管理が現地条件を踏まえ適切であ

り、工夫がみられる 
３ 

工程管理が適切である ０ 

不適切である 欠格 

品質管理 

品質の確認方法、管理方法が現地条件を

踏まえ適切であり、重要な事項が記載さ

れている 

６ 

品質の確認方法、管理方法が現地条件を

踏まえ適切であり、工夫がみられる 
３ 

品質の確認方法、管理方法が適切である ０ 

不適切である 欠格 

その他配慮すべ

き事項 

課題に対して、現地条件を踏まえ適切で

あり、重要な項目が記載されている 
６ 

課題に対して、現地条件を踏まえ適切で

あり、工夫が見られる 
３ 

課題に対して適切である ０ 

不適切である 欠格 

評価点の最大計  ６ 

 

②  企業の技術的能力について（特別簡易型、簡易型に適用） 

評価項目 評価細目 評 課 基 準 評価点 

企業の技術的

能力 

過去８年間の同

種工事（公共工

事）施工実績の

有無 

設計金額以上の実績あり ２ 

設計金額の２分の１以上の実績あり １ 

設計金額の２分の１未満の実績または実

績なし 
０ 

過去２か年度の ８０点以上 4（2） 
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周南市発注工事

における工事成

績評定点の平均

点。ただし２年

間に無い場合４

年 

７５点以上、８０点未満 3（1.5） 

７０点以上、７５点未満 2（1） 

６５点以上、７０点未満 1（0.5） 

６５点未満、又は実績なし 0（0） 

過去２年間の建

設事故の有無 

事故なし １ 

事故あり ０ 

ISO9001、

ISO14001の取得

状況 

ISO9001及びISO14001の両方を取得 ２ 

ISO9001及びISO14001のいずれかを取得 １ 

認証取得なし ０ 

 

労働安全衛生マ

ネジメント等の

認証状況 

認証取得している １ 

認証取得していない ０ 

評価点の最大計  10（8） 

 

③ 配置技術者の技術的能力について（特別簡易型、簡易型に適用） 

評価項目 評価細目 評 課 基 準 評価点 

配置技術者の

技術的能力 

主任（監理）技

術者の保有する

資格 

１級国家資格又は技術士と同等 

また、若手技術者(※)にあっては、２級

国家資格を有する者 

２ 

２級国家資格と同等 １ 

上記以外 ０ 

過去８年間の主

任（監理）技術

者の同種工事

（公共工事）の

施工経験の有無 

主任（監理）技術者が同種工事の施工経

験を有する 
２ 

施工経験がない ０ 

継続学習(CPD)

の取組状況 

各団体推奨単位以上を取得しており継続

教育の証明ある場合 
１ 

取得していない ０ 

技能士等の活用 

資格を有するものによる施工が可能な工

種について使用 
１ 

使用しない又は施工可能な工種がない ０ 

評価点の最大計  ６ 

※若手技術者とは、入札通知又は公告日時点で満35歳未満であり、工事の施工・管理に

携わる技術者をいう（特別簡易型のみ適用）。 

    

・企業の地域貢献度等・企業の地域貢献度等・企業の地域貢献度等・企業の地域貢献度等についてについてについてについて（特別簡易型、簡易型に適用）    
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評価項目 評価細目 評 課 基 準 評価点 

①地域精通度 

地理的条件（緊

急時の施工体

制） 

周南市内に本店あり １ 

周南市内に支店、営業所あり ０．５ 

周南市内に拠点なし ０ 

②地域貢献度 

過去５年間の災

害応急対策等の

活動実績 

実績あり １ 

実績なし ０ 

過去１年の地域

活動実績 

活動実績あり １ 

実績なし ０ 

市内資材の活用 
指定資材の全量を市内資材活用する １ 

活用しない又は指定資材がなし ０ 

市内企業の下請

活用 

百万円以上の下請で市内企業等を全て活

用する場合又は百万円以上の下請けがな

い 

１ 

その他 ０ 

社会性 
障害者の雇用状

況 

雇用している １ 

雇用していない ０ 

評価点の最大計  ６～５ 

注）（ ）内は特別簡易型の評価点 

 

（４）（４）（４）（４）評価の方法評価の方法評価の方法評価の方法    

入札後、落札決定を保留し、次の手順により評価を行います。 

①   加算点の算出 

技術提案資料の評価結果をもとに、入札者の加算点を算出します。

加算点は、次の式により、各評価項目ごとに、当該評価項目の得点合

計を当該評価項目の配点合計で除して得た数に、当該評価項目の換算

値を乗じて得た数の総和により求めます。 

加算点 ＝Σ（ 
各評価項目ごとの得点合計 

× 各項目ごとの換算値） 
各評価項目ごとの配点合計（満点） 

 

型式別加算点の設定 
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総合評価の型式 加算点の満点 

特別簡易型 10 点 

簡  易  型 20 点 

 

②   形式ごとの換算値について 

③  凡例「◎」：固定項目 「○」：選択項目

 

 

③   評価値の算定 
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算出した加算点に標準点（１００点）を加えて技術評価点を求めま

す。 

この技術評価点と入札価格から、次式により評価値を算定します。 

評価値 ＝ 
技術評価点（（標準点＝１００点）＋（加算点）） 

入札価格 

    

（５）（５）（５）（５）落札者の決定落札者の決定落札者の決定落札者の決定    

評価値の最も高い入札者を落札者とします。簡易型の評価例は下表の

とおりです。 

評 価 項 目 
基準

配点 
Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 

⑴ 
企業の
技術力 

①  簡易な施工計画 6 6 6 6 6 

②企業の技
術的能力 

施工実績 2 1 2 0 2 

工事成績 4 1 2 0 4 

建設事故の

有無 
1 1 1 1 1 

ISO9001 1 1 1 1 1 

ISO14001 1 1 1 1 1 

労働安全衛

生 
1 1 1 1 1 

③配置技術
者の能力 

保有資格 2 1 2 1 2 

施工経験 2 0 2 0 2 

継続学習 1 0 1 1 1 

技能士活用 1 1 1 1 1 

⑵ 
企業の
地域精
通度・
地域貢
献度・
社会性 

④地域精通
度 

地理的条件 1 1 1 1 1 

⑤地域貢献
度 

応急対策等

活動実績 
1 1 1 1 0 

地域活動実

績 
1 1 1 1 0 

市内資材活

用 
1 1 1 1 0 

市内企業下

請活用 
1 1 0 1 0 

⑥社会性 障害者雇用 1 0 1 1 0 

基 準 点 数 28 19 25 19 23 

加算点（換算値） 20 15.4000 18.8667 15.6000 18.3333 
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標 準 点 100 100 100 100 100 

技 術 評 価 点 120 115.167 118.833 115.000 119.167 

入札書記載価格（円） - 23,500,000 24,000,000 24,200,000 24,200,000 

評 価 値（×1,000,000） - 4.9007 4.9514 4.7521 4.9243 

評 価 値 順 位 - 3 1 4 2 

落 札 者 -   ○○○○        

（注１）評価項目は案件ごとに設定します。 

（注２）この表中の「加算点（換算値）」、「技術評価点」、「評価値（×1,000,000）」

については、計算上は四捨五入を行っていないが、表示上は表示桁の一

桁下で四捨五入を行った表記となっている。 

 

３３３３．．．．技術提案資料の作成技術提案資料の作成技術提案資料の作成技術提案資料の作成にあたっての留意事項等にあたっての留意事項等にあたっての留意事項等にあたっての留意事項等についてについてについてについて    

 

（１）（１）（１）（１）作成上の留意事項等作成上の留意事項等作成上の留意事項等作成上の留意事項等    

技術提案資料の作成にあたっては、次表に留意して作成してくださ

い。 

①   簡易な施工計画について 

項 目 留 意 事 項 様式 

簡易な施工計

画の共通事項 

発注者が設計図書（共通仕様書、特記仕様書を含む）で示す

標準的な仕様（以下「標準案」という。）の範囲内で、現場条

件、重要事項を踏まえた提案（技術的所見）を記述すること。

標準案の範囲内の提案について、妥当性、適切性、的確性等

の観点から評価する。なお、簡易な施工計画は標準案を超え

た提案を求めるものではなく、標準案を超えた提案があって

も優位な評価は行わない。 

 

工程管理 

a.当工事の概略の工程表を記入する。項目は「新土木工事積

算体系の解説」の中項目（レベル２）を記入すること。 

b.工程計画策定の際に考慮した施工計画や工程管理に係わる

技術的所見を工程表の下欄に必ず記述すること。記述にあた

っては、「必要に応じて・・」「状況に応じ・・」などの曖昧

な表現は避けること。 

２ 

品質管理 

a.発注者が求める項目の施工方法、管理方法、確認方法等に

ついて技術的所見を簡潔に記述すること。 

b.必要な場合は説明図面を添付すること。資料は図面を含め

Ａ４版用紙２枚以内で作成すること。 

３ 
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その他配慮す

べき事項 

c.記述にあたっては、「必要に応じて・・」「状況に応じ・・」

などの曖昧な表現は避けること。 

d.本設計書の設計図面及び土木工事共通仕様書等に示された

施工方法に従って施工する。」という記述は認めない。 

e.土木工事共通仕様書等に示された施工方法に従った施工で

あっても、当該工事の特徴を踏まえ、具体的に記述するこ

と。 

 

 

② 企業の技術的能力について 

項 目 留 意 事 項 様式 

過去８年間の同

種工事（公共工

事）施工実績の

有無 

a.評価対象を、「元請として、過去８年間（※８年前の日の

属する年度の４月１日以降）から入札通知日又は公告日ま

でに完成し、引き渡しが完了した工事の実績」としている

ので、定められた同種工事の実績について、資料提出期限

までに施工し、引き渡しが完了した工事を記載すること。 

b.同種工事に係る建設工事施工実績証明書を添付すること。

添付できない場合は、請負契約書の写し及び当該工事の受

注形態、工事概要が確認できる資料を添付すること。ただ

し、「CORINS」に登録し、その内容が確実に判断できる場

合は竣工登録工事カルテの受領書及び工事カルテの写し

又は竣工登録の登録内容確認書の写しを提出することで

替えることができる。 

 ※添付する建設工事施工実績証明書（別紙）は、写し可と

する。 

c.共同企業体により施工した工事については出資比率 20％

以上の場合にのみ施工実績として認めるので協定書の写

しを添付すること。ただし、「CORINS」に登録し、共同企

業体の構成員、出資比率が確認できる場合は、CORINS の写

しを提出することで替えることができる。 

d.共同企業体の場合は全体の請負額を記入すること。 

e.受注形態は、単体又は○○・□□ＪＶ（出資比率○○％）

と記載すること。 

f.工事概要は、評価基準に該当する工事であることが確認で

きるように記載すること。 

g.共同企業体を対象として発注する工事においては、特段の

指示がない場合、当該共同企業体の代表者を対象とする。 

４ 

周南市発注工事

における工事成

績評定点の平均

点 

対象期間は、原

則２か年度。た

だし２年間に無

い場合４年 

a.工事発注年度の直近２か年度において周南市が発注した

工事の工事成績評定点の平均点により評価する。ただし、

過去２年間に工事成績評定点を有しない企業については、

過去４か年度において周南市が発注した工事の工事成績

評定点の平均点により評価する。平均点は工種別に算出す

る。 

b.周南市（上下水道局を除く。）が発注した工事で５百万円

未満の工事は除く。また、災害応急（自治令第１６７条の

２第１項第５号）工事として発注したものは、原則として

提出

不要 
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対象としない。 

c.平均点は市の保有する工事成績評定点に係る資料により

算定したもので評価するので、資料提出の必要はない。 

d.共同企業体を対象として発注する場合、当該共同企業体に

おける代表者を以て評価する。 

e.対象とする期間に工事成評定点を有しない企業について

は、評価点は加点しない。 

過去２年間の建

設事故の有無 

a.建設事故については、死亡事故を起因とする周南市建設工

事等請負契約に係る指名停止等措置要領に基づく指名停

止があったものを対象とし、その措置が入札通知日又は公

告日前の２年間にあった場合に評価する。 

b.共同企業体を対象として発注する場合、当該共同企業体の

代表者、構成員のどちらも対象とする。 

有無

の 

記載 

ISO9001 

の取得状況 

a.認証取得を示す登録証の写しの提出により評価する。な

お、登録証に建設工事の種類が明示されていない場合は、

取得時に作成された品質マニュアルの適用範囲のページ

の写しを添付すること。また外国語表記の場合は日本語訳

を添付すること。 

b.建設業法第３条第１項の営業所のうち主たる営業所（以下

「本社」という。）を市外に有する場合は、契約営業所又

は契約営業所を直接統括する支店等が認証取得している

場合に評価する。なお、契約営業所が認証取得しておらず、

契約営業を直接統括する支店等が認証取得している場合

は、認証取得している支店等が契約営業所を直接統括して

いることがわかる資料を添付すること。 

c.共同企業体を対象として発注する場合、当該共同企業体の

代表者、構成員のいずれかが取得している場合に評価とす

る。 

写し

の 

提出 

ISO14001 

の取得状況 

a.認証取得を示す登録証の写しの提出により評価する。な

お、登録証に建設工事の種類が明示されていない場合は、

取得時に作成された品質マニュアルの適用範囲のページ

の写しを添付すること。また外国語表記の場合は日本語訳

を添付すること。 

b.本社を市外に有する場合は、契約営業所又は契約営業所を

直接統括する支店等が認証取得している場合に評価する。

なお、契約営業所が認証取得しておらず、契約営業を直接

統括する支店等が認証取得している場合は、認証取得して

いる支店等が契約営業所を直接統括していることがわか

る資料を添付すること。 

c.共同企業体を対象として発注する場合、当該共同企業体の

代表者、構成員のいずれかが取得している場合に評価とす

る。 

写し

の 

提出 

労働安全衛生マ

ネジメント等の

認証状況 

a.労働安全衛生マネジメント(OHSAS18001、JISHA 方式適格

OSHMS、ISO45001)または建設業労働安全衛生マネジメント

システム（COHSMS）の認証について、建設分野の認証を受

けており、その認証取得を示す登録証の写しの提出により

評価する。なお、登録証に適用範囲が明示されていない場

写し

の 

提出 
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合は、付属書等、適用範囲がわかる資料を添付すること。

また外国語表記の場合は日本語訳を添付すること。 

b.本社を市外に有する場合は、契約営業所又は契約営業所を

直接統括する支店等が認証取得している場合に評価する。

なお、契約営業所が認証取得しておらず、契約営業を直接

統括する支店等が認証取得している場合は、認証取得して

いる支店等が契約営業所を直接統括していることがわか

る資料を添付すること。 

c.共同企業体を対象として発注する場合、当該共同企業体の

代表者、構成員のいずれかを対象とする。 

 

③ 配置技術者の能力について 

項 目 留 意 事 項 様式 

主任（監理）技

術者の保有する

資格 

a.主任（監理）技術者として配置する技術者の保有資格につ

いて評価する。 

b. 配置技術者の保有資格について、１級国家資格（例：１

級土木施工管理技士、１級建築士等）並びに本工事の入札

参加資格で定めた建設業の許可業種において監理技術者

となりうる「技術士」及び「建設業法第１５条第２号ハの

規定により同号イに掲げる者と同等以上の能力を有する

と国土交通大臣が認めた者」の場合又は２級国家資格

（例：２級土木施工管理技士、２級建築士等）並びにこれ

と同等以上の資格を有する者の場合に評価する。 

また、特別簡易型において、若手技術者(※)を専任で配置

する場合は、２級国家資格（例：２級土木施工管理技士、

２級建築士等）の保有により１級国家資格と同等に評価す

る。 

評価対象の資格を有する場合は、保有する資格を記入し、

当該資格証明書等（若手技術者にあっては年齢が確認でき

るものであること）の写しを添付すること。 

c.監理技術者にあっては、監理技術者資格者証（裏面を含む）

の写しを添付すること。 

d.主任技術者にあっては、国家資格又は実務経験が確認でき

る書類の写し、雇用関係が確認できるものを添付するこ

と。 

e.配置技術者を特定できない場合で、複数の候補者（３人を

限度とする。ただし、工場製作を含む工事であって工場か

ら現地へ現場が移行する時点で技術者を途中交代する場

合は、工場製作時の技術者３名以内、現地での技術者３名

以内とする。）とする場合は、すべての候補者について記

載するとともに資料を添付すること。なお、記載した候補

者の最も資格の低い者をもって評価する。 

f.共同企業体を対象として発注する工事においては、特段の

指示がない場合、当該共同企業体の代表者の監理技術者の

みを対象とする。 

５ 
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過去８年間の主

任（監理）技術

者の同種工事

（公共工事）の

施工経験の有無 

a.評価対象を、「元請として、過去８年間（※８年前の日の

属する年度の４月１日以降）から入札通知日又は公告日ま

でに完成し、引き渡しが完了した同種工事の経験の有無」

としているので、該当する工事について記載すること。 

b.配置技術者が従事した工事内容が確認できる資料を添付

すること。添付の方法については「過去８年間の同種工事

の施工実績」によること。また、同種工事の経験として記

載した工事の工期と従事期間が一致しない（従事期間が短

い）場合は、同種工事の経験を有していることが確認でき

る資料（従事期間を示す資料及び最終工程表）を添付する

こと。 

なお、特段の指示がない場合は、添付された資料により、

施工経験として記載した工事における同種工事の期間（同

種工事で規模を定めている場合は、施工経験として記載し

た工事での同種工事の全数量を行うための期間）の半分を

超える期間従事した経験を有していると確認できる場合

に評価する。 

c.共同企業体で施工した場合の実績については、その代表者

及び構成員の別を問わない。なお、共同企業体の実績は、

出資比率 20％以上のものを対象とするので、施工経験がわ

かる資料に加え、共同企業体の構成員、出資比率が確認で

きる資料を添付すること。添付の方法については「過去８

年間の同種工事の施工実績」によること。 

d.配置技術者の候補者を複数名とした場合は、すべての候補

者について記載するとともに資料を添付すること。すべて

の候補者が同種工事の施工経験を有する場合に評価する。

なお、候補者の上限人数は、「主任（監理）技術者の保有

する資格」によること。 

e.共同企業体を対象として発注する工事においては、特段の

指示がない場合、当該共同企業体の代表者の監理技術者の

みを対象とする。 

５ 

継続学習(CPD)

の取組状況 

a.工事発注年度の４月１日から入札通知日又は公告日まで

の間の任意の日から各認証団体が設定する期間における、

配置技術者の継続学習（ＣＰＤ）に対する取組状況（各認

証団体推奨単位以上とする。例、全国土木施工管理技士会

連合会の場合１年間に 20 ユニット、２年間に 40 ユニット、

３年間に 60 ユニット、４年間に 80 ユニット、５年間に 100

ユニットのいずれでも可）を評価するので、各認証団体の

証明書の写しを添付すること。 

なお、各認証団体の証明書により各認証団体の推奨単位以上

の取組が確認できる場合に評価する。 

b.配置技術者の候補者を複数名とした場合は、すべての候補

者について記載するとともに資料を添付すること。すべて

の候補者が取得している場合に評価する。なお、候補者の

上限人数は、「主任（監理）技術者の保有する資格」によ

ること。 

c.共同企業体を対象として発注する工事においては、特段の

６ 
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指示がない場合、当該共同企業体の代表者の監理技術者の

みを対象とする。 

技能士等の活用 

a.指定したすべての工種（種別）において指定したすべての

技能士等を活用する場合に評価する。なお、指定した技能

士等が、技能士の場合は下請け等の職員でも良いが、技能

士以外の資格の場合は下請け等の職員は認めない。 

b.実際の施工時に変更することは認めるが、技術提案時と同

等以上の資格取得者とする。 

c.従事する技能士等の資格取得を証明するものの写しを提

出し、また施工時の履行確認は、日報等及び現場での立会

による。 

７ 

※ 「若手技術者」とは、入札通知日又は公告日時点で満35歳未満であり、工事の施工・

管理に携わる技術者をいう。 

 

  ④ 企業の地域貢献度等 

項 目 留 意 事 項 様式 

地理的条件（緊

急 時 の 施 工 体

制） 

a.周南市内に本社を有している場合は、資料提出の必要はな

い。 

b.周南市内に支店、営業所を有している場合は、その所在を

証明する資料を提出すること。 

c.共同企業体を対象として発注する場合、当該共同企業体の

代表者、構成員のいずれかを対象とする。 

資料

の 

提出 

過去５年間の災

害応急対策等の

活動実績 

a.過去５年間（※５年前の日の属する年度の４月１日以降か

ら入札通知日又は公告日まで）に、周南市が発注した、災

害応急（復旧）対策業務（工事）又は冬季除雪業務のいず

れかの活動実績について評価する。 

b.上記活動実績に関する必要事項を記載するとともに、記載

した活動実績が確認できる資料として、契約書の写し及び

実績のわかる書類又は実績証明書等を添付すること。 

 ※添付する実績証明書等は、写し可とする。 

c.共同企業体を対象として発注する場合、当該共同企業体の

代表者、構成員のいずれかを対象とする。 

８ 

過去１年の地域

活動実績 

a.過去１年間（１年前の日の属する年度の４月１日以降）の、

周南市内における企業としての道路清掃、河川清掃、公共

施設への植栽等の企業としてのボランティア活動につい

て、公的機関等との協定書や、公的機関等からの感謝状等、

当該地域活動の内容を客観的に証明できるものの提出に

より評価する。個人としての活動は評価しない。 

※ ボランティア活動の例：道路清掃、河川清掃、公共施設

（学校、公民館等）の清掃、公園清掃、公共施設への植栽

等、福祉施設の慰問・清掃、小学校区以上の地域で実施さ

れる催物の準備 (祭り・フリーマーケット等の準備等)、

水源保全、海岸清掃、竹林ボランティア、防犯パトロール

等。 

b.活動内容の証明者は、公的機関等の施設管理者（民間の公

９ 
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的な施設管理者を含む。）、主催者、自治会長等とする。

また、新聞記事等による証明は、掲載時期、実施時期、実

施内容、会社名が明確に証明できるものとする。 

 ※添付する地域活動実績証明書（別紙）は、写し可とする。 

c.共同企業体を対象として発注する場合、当該共同企業体の

代表者、構成員のいずれかを対象とする 

市内資材の活用 

a.指定した資材（下請が購入する資材も含む）において市内

資材を全量活用する場合に評価する。なお、ここで言う市

内資材とは、工事現場に最終製品として搬入する資材を対

象とし、市内工場等で製造した資材又は市内の代理店等か

ら購入する資材とする。 

b.変更設計で新たに追加した資材の種類（規格）は対象とし

ないが、変更設計で増加した資材数量は対象とする。 

c.実際の施工時における購入先等の変更は、技術提案時と同

等の評価を受ける事ができるものへの変更のみ認める。 

１０ 

市内企業の下請

活用 

a.百万円以上の下請（二次下請以降を含む）を対象とし、そ

の下請負者の全てが市内企業の場合に評価する。なお、こ

こで言う市内企業とは、周南市内に本社を有する企業とす

る。 

b.百万円以上の下請がない場合には、元請企業が周南市内に

本社を有している場合又は共同企業体で全ての構成員が

周南市内に本社を有している場合に評価する。 

c.変更で新たに追加した工種は対象としない。 

d.実際の施工時における下請の変更は、技術提案時と同等の

評価を受ける事ができるものへの変更のみ認める。 

１１ 

障害者の雇用状

況 

a.雇用対策における「障害者」とは、身体障害者手帳、療育

手帳（又は知的障害者判定機関の判定書）又は精神障害者

保健福祉手帳の交付を受けた従業員とする。 

b. 「障害者の雇用の促進等に関する法律」第４３条第７項

の規定に基づき、その雇用に関する状況の報告を義務付け

られている事業者の場合は、公共職業安定所に報告した障

害者雇用状況報告書（写し）の提出があり、法定雇用障害

者数を達成しておれば評価する。 

c.b 以外の事業者の場合、実雇用率の算定の対象となる障害

者を雇用しており、週所定労働時間が記載された雇用契約

書及び身体障害者手帳等の提出があり、確認ができれば評

価する。 

写し

の 

提出 

なお、上記表中、「①簡易な施工計画」、「同種工事」、「技能士等の活用」、

「市内資材の活用」については、工事ごとに定めるので注意してください。 

 

（２）（２）（２）（２）技術提案資料の提出方法について技術提案資料の提出方法について技術提案資料の提出方法について技術提案資料の提出方法について    

技術提案資料提出一覧表に記載されている各提出様式及び技術提案

資料として提出が求められているもの（建設工事施工実績証明書、工事

カルテ、技術者の証明書等）をあわせて１部提出してください。なお、
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提出が求められているにも関わらず該当する提出様式が提出されない

ものは評価しません。 
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参考 

総合評価方式フロー図（特別簡易型） 

↓↓↓↓ ↓↓↓↓

事後審査型条件付一般競争入札事後審査型条件付一般競争入札事後審査型条件付一般競争入札事後審査型条件付一般競争入札 指 名 競 争 入 札指 名 競 争 入 札指 名 競 争 入 札指 名 競 争 入 札

周南市契約等審査会への諮問：発注方法、業者選定方法等

↓ ↓

入札公告（技術資料提出要請） 指名通知（技術資料提出要請）

↓ ↓

入札の実施：入札書、技術資料の提出

↓ ↓

落札の保留

↓ ↓

評価値の算定

↓

↓

落札候補者の決定

↓

落札候補者について、
入札参加資格の事後審査

↓ ↓

落札者の決定

↓ ↓

落札結果の公表、契約  
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参考 

総合評価方式フロー図（簡易型） 

↓↓↓↓ ↓↓↓↓

事後審査型条件付一般競争入札事後審査型条件付一般競争入札事後審査型条件付一般競争入札事後審査型条件付一般競争入札 指 名 競 争 入 札指 名 競 争 入 札指 名 競 争 入 札指 名 競 争 入 札

周南市契約等審査会への諮問：発注方法、業者選定方法等

↓ ↓

学識経験者等からの意見聴取：落札者決定基準の設定について

↓ ↓

入札公告（技術資料提出要請） 指名通知（技術資料提出要請）

↓ ↓

入札の実施：入札書、技術資料の提出

↓ ↓

落札の保留

↓ ↓

評価値の算定

↓

↓

落札候補者の決定

↓

落札候補者について、
入札参加資格の事後審査

↓

落札結果の公表、契約

学識経験者等への諮問：落札者の決定等（※必要があるとされた場合のみ）

↓ ↓

落札者の決定

↓ ↓

 


